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■ 地域で矯正施設退所の高齢者・障害者を支える～県社会福

祉協議会の取組み 
 

7 月は“社会を明るくする運動”強調月間・再犯防止啓発月間です。すべての国民

が、罪を犯した人たちの更生について理解を深め、犯罪のない地域社会を築こうとす

る全国的な運動です。 

社会福祉の分野では、矯正施設（刑務所等）退所者で、高齢、障害により、福祉

サービス利用と支援を必要とする人について、平成 21 年度に「地域生活定着支援事

業」が創設されました。 

平成 23 年度には、地域生活定着支援センターが全都道府県に設置され、矯正施

設を退所する高齢者、障害者の地域での生活の定着化、安定化を支援し、帰住先へ

の受け入れ調整、帰住後のフォローアップや相談支援を担っています。うち、青森、福

島、島根、岡山、山口、愛媛、高知、沖縄の 8 県は、社会福祉協議会が受託し、社会

復帰に向けた支援を行っています。 

本号特集では、県社協における地域生活定着支援センターの活動内容や取組み、

さらには今後の課題等について、青森県社会福祉協議会、山口県社会福祉協議会

からの報告を掲載します。 

 

 

 矯正施設退所者のための架け橋となって(寄稿：青森県社会福祉協議会)  

青森県社会福祉協議会 青森県地域生活定着支援センター 

所長代理 佐々木 雄輔氏 

 地域生活定着支援センターの活動 

青森県社会福祉協議会(以下、青森県社協)では、平成 23 年度に青森県から青森

県地域生活定着支援センター業務を受託し運営しています。地域生活定着支援セン

ターでは、高齢、または障害があることにより、矯正施設(刑務所等)から退所後、自立

した生活を営むことが難しい人を対象として、福祉・医療機関、刑事司法機関、自治体

等の各関係機関と協働し、その人が矯正施設退所後に福祉サービス等を利用し、地

域の中でその人らしく安心して生活が送られるように支援をしています。現在、セン

ターでは 5名(兼務含む)の職員体制で対象者の支援を行っています。 

特 集 
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これまでの支援実績として、平成28年度末までに、延べ83名の対象者の支援を行

いました。その中には再度矯正施設に戻った人もいましたが、ほとんどの人が、青森

県内外の地域社会で生活しています。これまでの受入先としては、養護老人ホーム、

有料老人ホーム、老人保健施設、サービス付き高齢者向け住宅、宿泊型自立訓練施

設、グループホーム、病院などがあります。 

対象者の支援業務とともに啓発活動も行っています。地域住民の中には矯正施設

等を退所した人について、｢怖い｣、｢何をする(考えている)か分からない｣など、マイナ

スイメージや不安感をもっている人が多いと思われ、支援を通じても感じることもしばし

ばあります。地域で対象者の受入を進めるためには、啓発活動も重要です。本セン

ターでは、福祉職員向けに対象者の理解と支援方法を学ぶ｢福祉専門職研修会｣と、

行政機関や福祉関係者に対して事例を通じて事業の理解を図るための県内各圏域

に出向いて｢事業懇談会｣を開催し、具体的な支援方法やネットワークの形成方法など

の理解促進を図っています。 

 生きづらさを抱えて 

一度、矯正施設等に入所した高齢者や障害者の再犯率が 5 割を超えるというデー

タがあるなか、センターが関わった場合の再犯率は 1 割以下というデータがあります。

センターの支援によって、再犯せずに犯罪行為から離れ、生活を送っていると推察さ

れます。センターの対象者は｢窃盗(万引き)｣や｢詐欺(無銭飲食)｣などが多く、刑期は 3

年以下の場合がほとんどです。刑期が短いことから矯正施設退所時は所持金が少な

く、再び同じような罪を犯し、何度も矯正施設等に入所している人が多くを占めていま

す。そのため、住民票が職権消除されている人が多く、福祉制度に結びつきにくい状

況にあります。 

対象者の多くは自ら福祉制度を申請することが困難な場合や、福祉制度自体を知

らない人がいます。制度等の理解不足のために、支援を断るケースがありますので、

対象者に福祉について理解を進めることから始めることもあります。 

支援を進める経験からは、早い段階から福祉サービスを利用しながら生活していた

ら、犯罪行為に及ばなかったことが予想される人の多さを感じています。また、支援す

る退所高齢者の中にも、知的障がいや発達障がいと思われるケースが相当数おられ

ます。現在の福祉分野や教育分野では発達障害の存在は明らかですが、当時は気

づかれず、わからないままに生活してきたことが想像され、対象者が生きづらさを感じ

ながら生きてきたことがうかがえるケースもしばしばです。 

 さまざまな機関の支えのもとに進む支援 

センターの支援は、福祉サービスを提供する施設・事業者の協力なしでは成り立ち

ません。受入施設等の対象者への支援の工夫と取組にはほんとうに感心することが多
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く、福祉の底力を感じます。対象者の多くは、いわゆる自己肯定感が低いため、ちょっ

とした失敗にも躓きやすく、支援から外れてしまいやすい人が多いことから、受入施設

等にはそうした人の特性を見極め、受けとめ、その人にあった支援を根気強くしていた

だくことによって、地域での生活が実現しています。 

また、県社協がセンター業務を受託していることで、本センターでは市町村社協と

連携による支援を進めています。市町村社協から地域の社会資源の情報提供を受け

たり、実際に支援の中心を担ってもらったりすることもあり、県内の社協ネットワークを

活用した事業展開ができています。 

さらに、調整の依頼を受ける保護観察所、対象者が入所している矯正施設とは、日

常的に連携して支援を行っています。保護観察所や矯正施設が福祉について理解を

深めたことで、矯正施設在所中に各種障害者手帳の取得や介護認定調査等を行うこ

とができ、ほとんどのケースで福祉サービスに必要な申請がスムーズに行われていま

す。 

 これからの取組みについて 

個別支援を行うことによって、様々な課題に直面することがあります。例えば、保証

人の確保の問題です。対象者は身寄りがなく、親族がいても支援を受けられる状況に

ありません。施設では受入に理解を示しても、保証人が確保できないために入所がで

きないことがあります。人間関係の希薄化とともに支援できる親族が少なくなって行くこ

れからの時代に向けて、青森県社協としても解決策の検討をはじめたところです。 

罪を犯した背景には経済的な困窮やその人の障害特性等があります。そうした方々

への支援については、地域全体で支えられるように行政や専門機関、専門職等の理

解促進が不可欠です。今後も、青森県社協が活動指針において基本目標として掲げ

ている｢誰もが安心して暮らせる地域づくり｣を目指して、矯正施設等を退所した人もこ

れまで地域にいた人も相互に理解し合い、安心して暮らせる地域づくりを進めていき

たいと思います。 

 

 

  県内 県外 取下等 調整中 計 

H23 8 人 4 人 2 人 ─ 14 人(うち高齢者 10 人) 

H24 12 人 3 人 1 人 ─ 16 人(うち高齢者 9人) 

H25 7 人 3 人 0 人 ─ 10 人(うち高齢者 5人) 

H26 9 人 4 人 1 人 ─ 14 人(うち高齢者 8人) 

H27 12 人 4 人 1 人 ─ 17 人(うち高齢者 7人) 

H28 5 人 2 人 1 人 4 人 12 人(うち高齢者 8人) 

計 53 人 20 人 6 人 4 人 83 人(うち高齢者 47 人) 

これまでの支援実績(平成 29 年 3月末日現在) 
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 住み慣れた地域で誰もが安心して心豊かに暮らし続けることができる地

域(まち)づくりをめざして(寄稿：山口県社会福祉協議会) 

山口県社会福祉協議会 山口県地域生活定着支援センター長 

岡村 昌一郎氏 

 山口県地域生活定着支援センターの概要 

山口県では、社会福祉法人山口県社会福祉協議会（以下、山口県社協）が山口

県地域生活定着支援センター（以下、山口県定着）を平成 21 年 7 月 1 日に開設し

て、今年 7月で 9年目を迎えます。 

山口県定着は、山口県社協組織では生活支援部(資金班:生活福祉資金等、生

活支援班:地域福祉権利擁護事業(日常生活自立支援事業)、法人成年後見、認知

症コールセンター、地域生活定着支援事業等に設置され、今年度は生活支援部長

が、山口県地域生活定着支援センター長を、生活支援班長は地域福祉権利擁護

事業等と兼務し、兼任 2名、専任 4名(正規職員 1名、嘱託等職員 3名)、内社会福

祉士等有資格者 4 名の体制です。県からの委託金額は当初 2,500 万円でしたが、

平成 26 年度から 1,900 万円となっています。 

開所から平成 29 年 3 月末日までの特別調整対象者と言われる支援総数は 103

地域生活定着支援推進福祉専門職研修会の様子 

地域における福祉関係者が、罪を犯した障害者

の特性と関係機関を理解し地域で自立した生活を

支援できるよう、地域での支援ネットワークの形成の

促進を目的に開催。市町村社協や相談支援事業

所、障害者入所支援施設、障害者福祉サービス事

業所等が出席。 

地域生活定着支援事業懇談会 

本センターや保護観察所が行う矯正施設退所

者等への支援内容や今後の支援の方向性を確認

し、福祉制度や更生保護制度を活用した支援事

例を通じて、福祉を必要とする矯正施設退所者等

への関わり方について理解し、地域での矯正施設

退所者等への支援力向上を目的に開催。各圏域

の自治体、社会福祉協議会、高齢福祉サービス

提供事業所等が出席。 
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人、その内、県内 51 人、県外 52 人です。対象者の構成は下表のとおりです。 

 

年齢 人数 

10 代 3 

20 代 3 

30 代 13 

40 代 13 

50 代 15 

60～64 歳 10 

65～69 歳 14 

70 代 27 

80 代 5 

合計 103 

 

 

罪 名 件 数 主な状況 

窃盗・窃盗未遂・常習累犯窃盗 71 食品や物品の万引き、賽銭盗 

住居侵入（建造物侵入） 10 窃盗目的で建物に侵入した 

（非）現住建造物等放火・現住

建造物等放火未遂 
9 精神疾患による放火及び自殺未遂等 

詐欺・詐欺未遂 7 無銭飲食 

傷害、傷害致死 4 飲酒時に他者とトラブルになり暴行を加えた 

銃砲刀剣類所持等取締法違反 4 必要のない場面で包丁を所持した 

強盗、強盗未遂 3 店舗にて店員を脅して金銭を奪った 

殺人、殺人未遂 3 口論の末、知人を刺した 

占有離脱物横領 2 持ち主不明の自転車盗 

強制猥褻 2 弱者に対してのわいせつ行為等 

その他 7 合計 122 件 

※複数の罪名によって服役されている人もおり、人数と件数は一致しません。 

 平成 29 年 3 月 31 日現在 

 

人数 

高齢者 

（原則として 65 歳以上） 
47 

知的障害 29 

精神障害 48 

身体障害 4 

区分 

※区分は重複している人が  

います。 

120 

【特別調整対象者の年齢分布】           【特別調整対象者の障害・高齢別人数】 

【支援対象者の罪名】今回矯正施設に入所することになった直前の罪名（1刑）のみ 
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山口県には岩国刑務所という、全国でも数少ない女子刑務所があり、全年齢層、

初犯から累犯、またさまざまな犯罪特性をもつ人が収容されています。そこを出所し

中国、四国地区をはじめ全国各地へ帰住しています。 

 山口県定着の事例 

①養護老人ホームに入所高齢者 

70代Aさん。知的能力の発達の遅れから、幼少期はいじめられ、成人後も職を転々

としていました。定年後に出会った悪友に搾取され、経済的に困窮し、窃盗に至りまし

た。 

出所後は、自宅で生活したいと希望したのですが、再度、悪友と接触し、再犯に至

る可能性が高いと思われたため、単身生活の準備のために養護老人ホームに入所し

ました。 

特別調整による支援を通じ、親族等の関わりも増えたことや、支援者や他利用者と

の関係性も築けており、安定して生活しています。一方、他者から認めてもらいたい気

持ちが強く、自らの考えを他者に示そうとする等、他者との距離感を上手く取れない一

面もあるため、今後も継続した施設による生活支援を実施していきます。 

 

②再犯した高齢者 

70 代 B さん。飲酒による粗暴行為がひどく、退職後、窃盗を重ねていました。本人
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は自宅生活を希望したのですが、親子関係や夫婦関係が破綻しており、家族は自宅

への帰住を拒否していました。離婚するかどうかで、本人の帰住先が大きく変わるた

め、本人への支援と並行して家族との連絡を密に取り合いながら支援を行い、結果と

して、離婚し財産分与により、本人に一定の財産が入り、ケアハウス入居となりました。   

入居後は大幅な環境の変化（開放感、喪失感、孤独感）により、飲酒につながらな

いよう本人へのフォローアップを継続するも、買い物外出時に菓子を盗み、再犯、収

監となってしまいました。 

 

③知的障害の C さんの支援 

30 代 C さん。幼少期からいじめられ、中学校 3 年で不登校となり、就職するも長続

きせず、物事がうまくいかないイライラから粗暴行為となり、脅迫、強盗により収監され

ました。本人は精神疾患として治療を希望したのですが、知的障害でないかと検査に

至り、療育手帳 B の判定を受けました。その後療育手帳の交付を受ける 2 ヵ月の間

に、生活困窮者自立支援制度を活用しアパートに入り、障害福祉施設の短期間体験

実習でサービスをつなぎ、療育手帳交付後は、アパートから通所で就労移行支援事

業所を週 5 日利用しています。現在は、障害者年金申請の書類も整い、障害者支援

事業所からの申請見込みが立ち、落ち着いた単身生活を送っています。 

 山口県社協のネットワークを活用 

地域生活定着支援センターが行う業務は、県域レベルで進めていく事業です。社

会福祉を目的とするさまざまな種別団体や事業者、地域への理解や協力が必要となり

ます。退所者の個別支援に関する業務に加え、山口県社協が県老人福祉施設協議

会、県障害福祉サービス協議会等の各種団体事務局をお預かりしていることもあり、

ネットワーク力を生かし高齢者、障害者関係の機関・団体の長が集まって協議をする

連絡会議や、高齢者・障害者・生活保護施設職員、司法関係者等の参加を得た事例

検討会等の啓発事業を積極的に行っています。連絡会議を通じ、関係機関の主催す

る会議、研修会にお声かけをいただき、事業説明・協力依頼の機会を設けていただき、

関連する団体等と定期的に連携を深めるよう心がけ、働きかけています。 

 

 

 

 

 

 

 

 
連絡会議の様子 
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また、支援対象者は、年齢も幅広く、さまざまな障害や事情を抱えておられることか

ら、支援方針について、より幅広い専門的見地から検討及び評価を加えることを目的

に、福祉サービス等調整計画検討委員会を設置しています。この委員会には、精神

科医、社会福祉士会や臨床心理士会等の専門家、職能団体や行政機関の方に出席

いただき、2 ヵ月に 1 回の事例検討に加え、適宜支援方針等について助言や意見を

いただいています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他の取組みとしては、被疑者・被告人への支援の仕組みのあり方について弁

護士会、社会福祉士会、精神保健福祉士協会と「罪を犯した高齢者・障害者の被疑

者・被告人段階における福祉的支援のための四会連携運営会議」に参画し、研修会

を開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例検討会の様子 

四会連携運営会議の様子 
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■ 全社協 平成 29年度第１回評議員会（定時評議員会） 
 

全社協は、6月 15 日に平成 29年度第 1回評議員会を開催しました。平成 28年度

事業報告・決算、役員及び評議員の報酬並びに費用に関する規程の制定、役員報酬

の総額及び役職別上限金額について、それぞれ原案のとおり承認されました。また、

理事・監事（任期 2年間）並びに会計監査人（任期 1年間）を選任しました。 

斎藤 十朗会長は、本評議員会の開会挨拶において、改正社会福祉法の全面施

行により、評議員会は、より強い権限をもつ機関へと位置づけられるとともに、本会の

評議員定数も変更するなど、今回は新たな制度の下での開催となったことを報告しま

した。そして、これを機会に、本年は、全社協が今後大きく変わっていくべき節目の年

であるとして、引き続き、日本の福祉の充実、発展のために、また、福祉のナショナル

センターとしての役割を十二分に発揮していくために全力を尽くす考えであることを述

べ、出席された評議員の方々に対し、これまで以上のご支援、ご協力をお願いしまし

た。 

続いて、厚生労働省 社会・援護局 藤原 朋子総務課長よりご挨拶をいただきまし

た。はじめに、社協に対し、各種福祉サービスの提供、相談支援活動、災害時のボラ

ンティア活動支援など、地域に根ざした日々の活動に謝意を表されました。また、現在、

厚生労働省において取組みを進めている制度・政策動向について紹介し、地域共生

社会の実現に向けた取組みについては、5 月に可決・成立した介護保険法等の一部

改正法案の内容について、①地域福祉推進の理念をあらためて明確に規定したこと、

②包括的な支援体制作りへの取組みを市町村の努力義務としたこと、③地域福祉計

画を他の福祉関係の計画の上位に位置づけ、努力義務化したこと、をポイントに挙げ、

社協には、包括的な支援体制において、現場での中核的な役割を担っていただきた

いとの期待を述べられました。生活困窮者自立支援制度については、本年 5 月に社

会保障審議会の下に、新たに「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」を立ち上げ、

来年の国会への法案提出に向け検討を始めたところであり、子どもの貧困への対応、

居住支援のあり方、さらなる就労支援のあり方など、多岐にわたる項目の検討を進め

ていくと述べられました。また最後に、社会福祉法人制度改革について、各法人が的

確に対応するため、社協には各法人への支援に引き続き取組んでいただきたいと話

評議員会の様子 
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されました。 

平成 29年度 第 1回評議員会 斎藤 十朗会長挨拶（全文） 

本日は、第 1 回評議員会を開催いたしましたところ、皆様には大変お忙しいなか、

また、遠路よりご参集をいただき、誠にありがとうございました。また本日は、厚生労働

省より、社会・援護局 藤原 朋子総務課長にお忙しいなかお越しいただいております

ので、後ほどご挨拶を賜りたいと思います。 

本年 4月 1日より改正社会福祉法が全面施行されたことにより、本日の評議員会は、

平成 29 年度第 1 回評議員会となります。これからは評議員会の性格が大きく変わり、

評議員会においては、理事・監事の選任をはじめとしたより強い権限をもってご指導い

ただくこととなりました。また、本会は全国の連合会という性格を有するため、社協、福

祉施設・団体等の関係者それぞれの代表の皆様に評議員としてご参加いただくことに

いたしましたが、以前に比べ、評議員定数は約 20 名少なくなるとともに、多くの皆様に

新たに評議員として着任いただいております。このように、今回は、権限その他が大き

く変わったなかでの評議員会となります。 

本年は、民生委員制度発足 100 周年という輝かしい年でございます。また、全社協

も来年度には設立から 110 年目を迎えます。この間、法改正等の影響等により全社協

の名称は 7回にわたって変わってまいりました。今回の法改正においても、これまでの

ように全社協そのものが大きく変わっていく、また変わっていかなければならない大き

な節目の年であると考えております。日本の福祉の充実、発展のために、また、福祉の

ナショナルセンターとしての役割を十二分に発揮していくために、新しい気持ちで、全

力を尽くしてまいりたいと考えておりますので、皆様におかれましてはこれまで以上に

ご指導、ご協力を賜りますようお願い申しあげる次第です。 

本日は、平成 28 年度の事業報告、収支決算、役員報酬、新しい理事・監事・会計

監査人の選任といった重要な事項をご提案申しあげております。なお、決算において

は、新たな法律に基づく社会福祉充実残額は生じなかったことのご報告を行わせてい

ただきます。皆様、どうぞよろしくご審議のほど、お願いいたします。 

 

■ 全社協 平成 29 年度 第 2 回理事会～平成 29・30 年度

役員を選任 
 

6月 16日、評議員会において選任された新理事・監事が出席して、平成 29年度第

2 回理事会が開催されました。理事会では、平成 29・30 年度の会長・副会長・常務理

事が選任されるとともに、役員報酬、会計監査人報酬の金額の決定、内部管理体制

の基本方針の策定、理事職務権限規程の制定が行われました。 
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新任期の役員については、斎藤 

十朗会長をはじめとして、副会長、常

務理事全員が再任されました。平成

29・30 年度の本会正副会長、常務理

事は以下のとおりです。 

新役員の選任後、斎藤会長より会長

就任挨拶が行われました。 

 斎藤会長 就任挨拶要旨 

皆様のご推挙をいただきまして、引き続き会長を務めさせていただくこととなりました。

まさに心を新たにして、新しい任期を務めてまいりたいと思っております。ご承知のよう

に、社会福祉法の改正が行われ、4 月より全面施行となりました。これに伴い、定款の

大幅な変更を行い、理事会と評議員会が完全に分離され、評議員会の権限がより強く

なりました。このような大きな変革のなか、今後の取組みを進めていくこととなります。 

本年は民生委員制度がスタートしてから 100 年を迎え、また、全社協は来年度には

設立から 110 年目となるなど、大きな節目を迎えていると認識しています。全社協は、

日本の福祉の向上・発展のために大きな力を注いでいかなければなりません。構成団

体はもとより、福祉関係者に信頼される全社協であるために、引き続き、日本の社会福

祉のナショナルセンターたらんことを目指してまいりたいと考えています。理事の皆様

には適時、適切にご指導をいただきますことを心からお願い申しあげ、就任のご挨拶

とさせていただきます。 

また、斎藤会長より、名誉会長に長尾 立子氏（継続）、顧問に清家 篤氏（慶応義

塾学事顧問・慶應義塾大学商学部教授、社会保障制度改革推進会議議長）の就任

が提案され、全会一致で承認されました。 

 

平成 29・30 年度役員体制(会長・副会長・常務理事) 

(敬称略) 

役 職 氏 名 備 考 

会 長 斎藤 十朗  

副 会 長 髙井 康行 業務執行理事を併任 

副 会 長 前田 お保 青森県社協会長 

副 会 長 大沢 お勝 愛知県社協会長  

副 会 長 得能 金市 全民児連会長  

副 会 長 磯お 彰格 全国経営協会長  

常務理事 寺尾 お徹 業務執行理事を併任 

常務理事 渋谷 篤男 業務執行理事を併任 

理事会の様子 
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■ 「一億総活躍プラン」と地域共生社会の実現をめざし、取組強

化～政策委員会総会／第2回幹事会 
 

6 月 15 日、全社協 政策委員会(委員長 井手之上 優 大阪府社協常務理事)は

平成 29 年度政策委員会総会を開催しました。 

 全社協 斎藤会長の開催挨拶 

開会に際し、斎藤 十朗全社協会長より、「政策委員会が設

置されてから 4 期 8 年が経過し、この間の福祉関係各分野にお

ける制度の見直しや改革に対し、政策委員会として適時適切に

提言や要望を出していただいた。現在、生活困窮者自立支援

が福祉の大きな課題であり、福祉ビジョン 2011 においても、制

度の狭間の問題や従来の福祉では十分に対応できないニーズ

への取組みについて提言してきた。引き続き、福祉の施策・制

度について、あってはならないこと、また、あらねばならないこと

などについて議論し、適切な提言と対応を進めていただきた

い」との挨拶がありました。 

続いて、政策委員会運営内規に基づき、斎藤会長より大阪府社会福祉協議会 井

手之上 優 常務理事を委員長に指名しました（再任）。 

 政策委員会 井手之上委員長の挨拶 

就任にあたり、井手之上委員長は「地域共生社会の構築に向

けて、その基盤となる社会保障・福祉政策、諸制度の一層の拡充

と強化のための要望、提言を行い、全社協福祉ビジョン2011が謳

う『ともに生きる豊かな福祉社会の実現』をめざして、皆様のご協

力を得ながら進めていきたい」との挨拶がありました。 

上記のほか、平成 29・30 年度幹事及び監事の選任、平成 28

年度事業・活動報告及び決算、平成 29 年度事業・活動計画及

び収支予算について承認されました。 

また、5 月 26 日に井手之上委員長と全社協の寺尾 徹 常務理事が厚生労働省 

定塚 由美子社会・援護局長を訪問し、平成 30 年度社会福祉制度・予算・税制等に

関する重点要望書を厚生労働大臣へ提出したことを報告しました。 

総会に続き、平成 29年度第 2回幹事会を開催し、社会保障、福祉政策の動向と政

策課題への対応等について情報共有を図るとともに、今後の取組の方向性をめぐっ

斎藤 十朗全社協会長 

井手之上 優 委員長 



 

14  

て意見交換を行いました。 

 

平成 29・30 年度役員体制(会長・副会長・常務理事) 

(敬称略) 

役 職 氏 名 所属及び所属における役職 

委員長 井手之上 優 大阪府社会福祉協議会常務理事 

幹 事 吉本 裕二 熊本県社会福祉協議会事務局長 

幹 事 中村 香織 横浜市社会福祉協議会常務理事 

幹 事 早崎 正人 大垣市社会福祉協議会理事・事務局長 

幹 事 藤目 真晧 全国民生委員児童委員連合会副会長 

幹 事 白江 お浩 全国身体障害者施設協議会副会長 

幹 事 小島 伸也 全国保育協議会副会長 

幹 事 横川 お哲 全国乳児福祉協議会制度対策研究委員長 

幹 事 平田 直之 全国社会福祉法人経営者協議会制度・政策委員長 

幹 事 木間 幸生 
全国救護施設協議会副会長 

全国厚生事業団体連絡協議会常任協議員 

幹 事 阿部 一彦 障害関係団体連絡協議会会長 

幹 事 太田 二郎 高齢者保健福祉団体連絡協議会 

幹 事 吉井 栄一郎 全国老人クラブ連合会政策委員会副委員長・幹事長 

幹 事 髙井 康行 全国社会福祉協議会副会長 

幹 事 寺尾 お徹 全国社会福祉協議会常務理事 

幹 事 渋谷 篤男 全国社会福祉協議会常務理事 

幹 事 野崎 吉康 全国社会福祉協議会事務局長 

 

【平成 29 年度事業・活動計画等】 

http://zseisaku.net/about/ 

【要望書】 http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf 

 

 

 

 

 

 

↑URL をクリックすると全社協政策委員会ホームページにジャンプします。 

http://zseisaku.net/about/
http://www.zseisaku.net/data/te290526.pdf
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■ 「広がれボランティアの輪」連絡会議 平成29年度総会／ボラ

ンティア・市民活動シンポジウム 2017 
 

6月 14日、「広がれボランティアの輪」連絡会議の平成29年度総会が開催され、平

成 28 年度の事業報告・決算と平成 29 年度事業計画・予算について協議を行い、承

認されました。また、会長退任の意向を示した山崎 美貴子氏（神奈川県立保健福祉

大学 顧問／名誉教授）に代わって、本連絡会議副会長の上野谷 加代子氏(同志社

大学 教授)が同会長に就任し、山崎氏が顧問に就任しました。 

総会に続いて、開催された、「ボラン

ティア・市民活動シンポジウム 2017」で

は、提言プロジェクトチーム（提言 PT）が

議論してきた内容を踏まえて、「ボランティ

ア活動を文化として根づかせる～持続可

能な社会を実現するために」をテーマとし

て行いました。   

提言 PT メンバーの阿部 陽一郎氏（中央共同募金会 事務局長）のコーディネート

のもと、山崎氏の助言を加え、4 名のシンポジストから活動の報告がなされました。 

ディスカッションでは、ボランティア活動のコーディネートや地域のなかの居場所、多

様な機関との連携・協働などを論点に、ボランティア・市民活動を文化として根づかせ

ていくための議論が展開されました。 

シンポジウムのプログラム内容は下記 URL からご覧ください。 

https://www.hirogare.net/活動とあゆみ/主な活動/シンポジウム/ 

 

 

  

ボランティア・市民活動シンポジウム 2017 の様子 

↑URL をクリックすると「広がれボランティアの輪」連絡会議ホームページにジャンプします。 

https://www.hirogare.net/活動とあゆみ/主な活動/シンポジウム/
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平成 29年度 社会福祉主事資格認定通信課程 受講者募集のご案内 

～福祉の現場実践を支える基礎的知識が身につく～ 

（民間社会福祉事業職員課程・秋期コース） 

 

全社協・中央福祉学院では、標記通信課程の

平成 29 年度受講者を募集しています。本通信課

程は、民間社会福祉事業の現場に現在勤務して

いる職員が、社会福祉主事任用資格を通信教育

により取得することを目的として開講するもので

す。 

「社会福祉主事」は、福祉事務所の現業員や査

察指導員等に必要とされる任用資格ですが、高

齢者福祉、障害者福祉、児童福祉などの民間社

会福祉事業の現場においても、福祉職員の基礎

的な資格として準用されており、毎年全国から多く

の方が本課程で学ばれています。 

標記課程は、40年を超える伝統を有し、年間約5,000名（春・秋コース通算）の受講

者が学んでいる実績があります。社会福祉に関する科目や関連科目を幅広く学ぶこと

で、全分野・全職種に共通した基礎的知識を身につけることができます。 

また、本課程修了後、所定の相談援助業務に 2 年以上従事すると、「社会福祉士」

の受験資格を得るための短期養成施設への入学資格を得ることができます。本学院

でも社会福祉士短期養成コースを実施していますので、主事資格取得後のさらなる

キャリアアップを見据えた継続的な学習を計画いただけます。 

詳しくは中央福祉学院ホームページより『受講案内』をご覧ください。皆様のお申し

込みを心よりお待ちしております。 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページ
にジャンプします。 

締切延長！ 
7 月 31 日まで 

インフォメーション 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html
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 通信課程の概要  

(1)受講期間：平成 29 年 10 月～平成 30 年 9 月（1 年間） 

(2)学習内容：自宅学習による答案作成（16 科目）、面接授業（5 日間） 

(3)受 講 料：87,400 円 (消費税込額。添削指導料、テキスト・教材費・面接授業料 

含む)※面接授業時の交通費・宿泊費等は別途 

(4)受講資格：社会福祉法に基づく第 1 種・第 2 種社会福祉事業の届出をした民 

間の施設・事業所、あるいは介護保険法に基づく介護保険事業者 

の指定を受けた民間の施設・事業所に従事していること。（詳細は受 

講案内をご覧ください） 

(5)申込締切：平成 29 年 7 月 31 日（月）【当日消印有効】 

※当初の申込締切日(6 月 30 日)から延長しています。 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course305.html
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平成 29年度 都道府県経営協セミナー（前期）について 
―全国社会福祉法人経営者協議会からのご案内― 

 
 

平成 29 年 4 月 1 日に改正社会福祉法が全

面施行され、すべての社会福祉法人が今回の

社会福祉法人制度改革で要請されている事項

に正しく対応していかなければならなりません。 

一部では、定款変更を終え、新たな役員等

の選任が済めば、制度改革は終わったと考え

るきらいがあるかもしれませんが、今回の制度

改革の成果は、まさにこれからの各法人の取組

みにかかっています。 

そこで、今回のセミナーでは、制度改革の趣

旨をあらためて再確認し、より実効性のあるものにしていくようフォローアップを行い、こ

れからの法人経営に資することを目的に開催します。 

また、改正社会福祉法の施行後の具体的な実務に関して、よくある誤りから法人の

組織運営の内容をあらためて確認し、新たに制定された「指導監査実施要綱」に基づ

く、指導監査ガイドラインのポイントを解説して、引き続き、今回の制度改革に円滑に対

応できるよう支援していきます。 

 

 セミナー概要  

【開催時期】 

平成 29 年 7 月～8月（開催日程 1日間） 

 

【開催方法】 

主 催：各都道府県社会福祉法人経営者協議会 

共 催：全国社会福祉法人経営者協議会 

後 援：全社協・社会福祉施設協議会連絡会 

 

【主な内容】 

講義：「要チェック！改正社会福祉法施行後の法人経営」（90 分） 

説明：「『知らない』では済まされない！指導監査ガイドライン徹底解説」（50 分） 

※各都道府県により追加で独自設定プログラムあり 

 

 

↑画像をクリックするとホームページに
ジャンプします。 

https://www.keieikyo.gr.jp/seminar_h29.html
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【参加費】 

全国経営協会員法人の役職員        無料 

上記以外の社会福祉法人の役職員     5,000 円 

 

【開催期日・会場】 

都道府県 期日 会場 

北海道 7 月 4 日 ホテルモントレエーデルホフ札幌（札幌市） 

青森県 7 月 20 日 青森国際ホテル（青森市） 

岩手県 7 月 27 日 ホテル東日本盛岡（盛岡市） 

宮城県 7 月 12 日 ホテル法華クラブ仙台（仙台市） 

秋田県 8 月 23 日 秋田キャッスルホテル（秋田市） 

山形県 7 月 13 日 天童グランドホテル舞鶴荘（天童市） 

福島県 7 月 31 日 コラッセ福島（福島市） 

茨城県 8 月 1 日 水戸プラザホテル（水戸市） 

栃木県 7 月 6 日 ホテル東日本宇都宮（宇都宮市） 

群馬県 8 月 29 日 群馬県公社総合ビル（前橋市） 

埼玉県 8 月 24 日 浦和ワシントンホテル（さいたま市） 

千葉県 8 月 31 日 ホテルポートプラザちば（千葉市） 

東京都 8 月 2 日 あいおいニッセイ同和損保新宿ビル（渋谷区） 

神奈川県 8 月 28 日 ホテル横浜キャメロットジャパン（横浜市） 

新潟県 8 月 23 日 新潟ユニゾンプラザ（新潟市） 

富山県 8 月 8 日 富山第一ホテル（富山市） 

石川県 7 月 21 日 金沢商工会議所（金沢市） 

福井県 7 月 31 日 福井商工会議所（福井市） 

山梨県 8 月 2 日 アピオ甲府（昭和町） 

長野県 8 月 10 日 ホテルメトロポリタン長野（長野市） 

岐阜県 8 月 4 日 岐阜都ホテル（岐阜市） 

静岡県 8 月 30 日 グランシップ（静岡市） 

愛知県 7 月 19 日 アイリス愛知（名古屋市） 

三重県 8 月 10 日 三重県教育文化会館（津市） 

滋賀県 7 月 10 日 滋賀県立長寿社会福祉センター（草津市） 

京都府 8 月 18 日 京都タワーホテル（京都市） 

大阪府 8 月 31 日 マイドームおおさか（大阪市） 

兵庫県 7 月 20 日 神戸メリケンパークオリエンタルホテル（神戸市） 

奈良県 7 月 21 日 奈良ロイヤルホテル（奈良市） 
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和歌山県 8 月 9 日 県民交流プラザ和歌山ビッグ愛（和歌山市） 

鳥取県 8 月 4 日 倉吉未来中心（倉吉市） 

島根県 7 月 3 日 ホテルニューウェルシティ出雲（出雲市） 

岡山県 8 月 29 日 岡山ロイヤルホテル（岡山市） 

広島県 8 月 10 日 広島県健康福祉センター（広島市） 

山口県 8 月 18 日 かめ福（山口市） 

徳島県 7 月 11 日 徳島グランヴィリオホテル（徳島市） 

香川県 8 月 21 日 香川県社会福祉総合センター（高松市） 

愛媛県 7 月 10 日 愛媛県総合社会福祉会館（松山市） 

高知県 8 月 1 日 三翠園（高知市） 

福岡県 8 月 8 日 九州ビル（福岡市） 

佐賀県 7 月 24 日 マリトピア（佐賀市） 

長崎県 7 月 25 日 ザ・ホテル長崎（長崎市） 

熊本県 7 月 21 日 ANA クラウンプラザホテル熊本ニュースカイ（熊本市） 

大分県 8 月 17 日 大分県社会福祉介護研修センター（大分市） 

宮崎県 8 月 2 日 シーガイアコンベンションセンター（宮崎市） 

鹿児島県 7 月 14 日 城山観光ホテル（鹿児島市） 

沖縄県 7 月 5 日 沖縄県総合福祉センター（那覇市） 

 

※詳細は下記URL からご確認ください。 

https://www.keieikyo.gr.jp/seminar_h29.html 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 法人振興部内 全国社会福祉法人経営

者協議会 事務局 

TEL 03-3581-7819  FAX 03-3581-7928 

  

↑URL をクリックすると全国経営協ホームページにジャンプします。 

https://www.keieikyo.gr.jp/seminar_h29.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

7 月 1～2 日 
平成 29 年度社会福祉士国

家試験対策講座 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

7 月 3～4 日 全国青年会 委員研修会 
全社協 会議室

他 
法人振興部 

7 月 4～6 日 

生活困窮者自立支援制度人

材養成研修(自立相談支援

事業：前期 第 1 回) 

全社協 灘尾

ホール 
地域福祉部 

7 月 5～6 日 
全国経営協 

主任・係長講座(西日本) 

新大阪江坂東

急 REI ホテル 
法人振興部 

7 月 5～7 日 第 61 回全国乳児院研修会 
ﾎﾃﾙｱﾊﾞﾛｰﾑ紀

の国(和歌山県) 
児童福祉部 

7 月 6～7 日 
第 41 回全国身体障害者施

設協議会研究大会 

高知県立県民

文化ホール 他 

高年・障害福祉

部 

7 月 9～10 日 

民生委員制度創設 100 周年

記念全国民生委員児童委員

大会 

東京ビッグサイト 

他 
民生部 

7 月 10～12 日 
職場研修担当者研修会 施

設職員コース 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

7 月 10～12 日 
職場研修担当者研修会 イ

ンストラクター養成コース 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

7 月 11～12 日 
「子どもと保護者の育ちを支

えるガイドブック」活用研修会 
全社協 会議室 児童福祉部 

7 月 13～14 日 全国青年会 基礎講座 TIME24 ビル 法人振興部 

7 月 13～14 日 
都道府県・指定都市社協常

務理事・事務局長セミナー 
ロフォス湘南 総務部 

7 月 18～19 日 
日常生活自立支援事業専門

員実践力強化研修会Ⅰ 

全社協 灘尾

ホール 
地域福祉部 

7 月 18～19 日 
日本福祉施設士会 

施設長実学講座(第 1 回) 
TFT ビル 法人振興部 

全社協 7 月日程 



 

22  

 

 

  

7 月 19 日 
運営適正化委員会事業研究

協議会 
全社協 会議室 政策企画部 

7 月 24～25 日 
教育・保育施設長専門講座

プログラム(1) 

新横浜プリンス

ホテル 
児童福祉部 

7 月 24～25 日 
全国経営協 

主任・係長講座(東日本) 
TFT ビル 法人振興部 

7 月 25 日 全国福祉医療施設セミナー 全社協 会議室 法人振興部 

7 月 25～26 日 
平成 29 年度全国福祉教育

推進セミナー 
全社協 会議室 地域福祉部 

7 月 26 日 
全国経営協 

労務ゼミナール(第 1 回) 
TFT ビル 法人振興部 

7 月 27～28 日 
平成 29 年度 全国社会就労

センター総合研究大会 

神戸ポートピア

ホテル 他 

高年・障害福祉

部 

7 月 31 日 

～8 月 1 日 

平成 29 年度 改定保育所保

育指針研修会 

新横浜プリンス

ホテル 
児童福祉部 
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■ 【財務省】平成 29年度予算執行調査の結果の公表【6月 27日】 

訪問介護サービスにつき、一定の回数を超える生活援助サービスについては、ケア

プランの検証を要件とする等、制度趣旨に沿った利用の徹底を図るべきと指摘。 

http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2017/s

y2906/2906b.htm 

 
 
 
 
 
 

 

■ 第 5回介護人材確保地域戦略会議【6月 7日】 

介護人材の確保に向けた取組みの促進を目的とした会議。「地域医療介護総合確

保基金を活用した事業展開に関する報告」や都道府県介護人材確保担当者、福祉

人材センター職員によるグループ討論を実施。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167647.html 

 

■ 第 72回社会保障審議会介護保険部会【6月 21日】 

第 7 期介護保険計画等のガイドラインとなる基本方針改定案を示した。部会の意見

等踏まえ、秋頃に告示される予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168726.html 

 

 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

政策動向 

http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2017/sy2906/2906b.htm
http://www.mof.go.jp/budget/topics/budget_execution_audit/fy2017/sy2906/2906b.htm
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000167647.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168726.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 141回社会保障審議会介護給付費分科会【6月 21日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けて、福祉用具貸与、短期入所生活介護、通所リ

ハビリテーション等についてサービスのあり方が議論された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168709.html 

 

■ 外国人技能実習制度の介護固有要件に関するパブリックコメント【6 月 21日】 

平成 29 年 11 月 1 日の外国人技能実習制度へ介護職種の追加に向けて、6 月 21

日、介護固有要件に関するパブリックコメントが開始された（締切はともに 7月 20 日）。 

 

●介護職種について外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律施行規則に規定する特定の職種及び作業に特有の事情に鑑みて事業所

管大臣が告示で定める基準等（案）に関する御意見募集（パブリックコメント）につい

て 

https://search.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170086&Mode=0 

 

●「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則

の一部を改正する省令の一部を改正する省令（案）」及び「外国人の技能実習の適

正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の規定に基づき法務大臣

及び厚生労働大臣が定める特定の職種及び作業の一部を改正する（案）」に係る

意見募集について 

https://search.e-

gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170085&Mode=0 

 

■ 社会保障審議会障害者部会（第 85回）【6月 26日】 

障害者総合支援法の施行や相模原市の障害者支援施設における事件を踏まえた

施策の進捗状況に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168862.html 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168709.html
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170086&Mode=0
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170086&Mode=0
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170085&Mode=0
https://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170085&Mode=0
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000168862.html
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■ 第 3回社会保障審議会 生活困窮者自立支援及び生活保護部会【6月 27日】 

一時生活支援事業及び、生活保護受給者の住まい、居住支援等について議論さ

れた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169137.html 

 

■ 平成 28年国民生活基礎調査の結果【6月 27日】 

・子どもの貧困率(17歳以下)は 13.9％で、平成 24年調査に比べ2.4 ポイント低下し

た。 

・要介護者を同居する介護者がともに 75 歳以上の老老介護の割合は 30.2％で、平

成 25 年調査に比べ、1.2 ポイント増加した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa16/index.html 

 

■ 第 2回障害福祉サービス等報酬改定検討チーム【6 月 29日】 

報酬改定に向け関係団体へのヒアリングが行われ、全社協種別協議会からは全国

身体障害者施設協議会、全国社会就労センター協議会が出席し、意見を述べた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169141.html 

 

 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169137.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/k-tyosa/k-tyosa16/index.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000169141.html


 

26  

 

 

 

 

 

 

全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

<新刊図書> 

●『保育の友増刊号 私たちの指導計画 2017 0・1・2 歳児』 

(全国社会福祉協議会 編) 
 

○月刊誌『保育の友』に好評連載した「私たちの    

指導計画」の 1 年間の指導計画“0・1・2 歳児”    

を 1 冊にまとめました(2016 年 4 月号～2017 年 

3 月号)。 

○「月間指導計画」では、年齢別に地域性豊かな  

取組みを掲載しています。月齢や発達に応じた 

子どもの姿と、保育士による援助のポイントや配     

慮事項、日々の保育での気づきや反省点など  

をわかりやすく掲載しています。個人差の大き 

い低年齢児では、一人ひとりの子どもに焦点を 

当てた計画を、高年齢児では養護及び 5 領 

域の視点を盛り込んでいます。 

○隔月連載の「保育のポイント」「保育のエピソー  

ド」「保育のヒント」では、発達に応じて工夫した  

保育のポイントや、日々の保育のエピソードを紹介し、それらについての専門家 

による具体的なアドバイスを掲載しています。 

○さらに『保育の友』から 2017 年 2 月号の特集「子どもにとって安全な保育環境づ 

くりをめざして」をあわせて収録しています。 

 

(6 月発行 定価本体 1,000 円税別） 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2914&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2914&_class=060101&_category=
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「高齢の障害者への支援」 

『ふれあいケア』7 月号 

障害福祉サービスの利用者が介護保険サービス

に移行する場合、現行では介護保険制度が優先さ

れることになっています。ただし市町村が認めた場

合や障害福祉サービス固有のサービス（同行援護、

行動援護など）を利用する場合は、障害福祉サービ

スを併用することができます。 

障害者数は増加傾向にあり、同時に障害者の高

齢化も進んでいます。制度の趣旨を踏まえ、高齢の

障害者への適切な支援を行うための理解を深めま

す。 

(6 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

●特集Ⅰ:「子どもの貧困対策の今」 

特集Ⅱ:「平成 29年度の生活保護（2）」厚生労働省社会・援護局保護課 

『生活と福祉』6月号 

本号の特集は、特集Ⅰ「子どもの貧困対策の今」

として、子どもの貧困対策の現状を知り、子どもたち

や保護者の生活支援のあり方、さらに子どもの貧困

対策に取組まれている 2 つの活動事例をとおして、

「子どもの貧困対策の今」について特集しています。 

また特集Ⅱ「平成 29 年度の生活保護（２）」では、

5 月号に引き続き、平成 29 年度に改正された医療

費扶助の運営要領等について説明しています。業

務に必須の内容ですので、ぜひご一読ください。 

（6 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 

 
 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2913&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2913&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2912&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2912&_class=120101&_category=05595

